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１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」
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私たちは、お客さまへのフィデューシャリー・デューティー（受託者責任）を
果たすため、金融商品の販売にあたり、お客さまの最善の利益を追求する
ことを方針とします。その結果として当社の利益も増加するウィンウィンの関係を
目指します。

ライフプラン
夢・目標

コンサルティング
アドバイス

金融商品の販売

結果として北國銀行の
利益も増加

ライフプラン・夢・目標の実現には
マネープランの計画、見える化が必要

お客さまの資産増加!
ライフプラン・夢・目標の達成!
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投資信託全商品ノーロード化（購入時手数料無料） ※2022年秋予定

１．北國銀行が考える「お客さま本位の業務運営」

購入時手数料
→資産の増減と関係なく、購入時に一定の料率で
必要な手数料です。

信託報酬（代行手数料）
→投資信託を保有している間、投資信託の保有額に
応じて日々支払う費用で投資信託の信託財産から間
接的に支払われます。
お客さまの資産残高が増えれば、信託報酬を通して
北國銀行が得られる手数料も増加します。

 購入時手数料をいただかないノーロード投資信託のみを取り扱いすることで、お客さまにとって効率的な資産運
用を提案します。

 信託報酬をメインとした手数料収入体系とすることで、中⾧期運用によりお客さまの資産残高が増えれば、北國
銀行が得られる手数料も増える体系をめざします。

購入時手数料の
ある投資信託

ノーロード
投資信託

⇒お客さまの利益と北國銀行の利益がウィンウィンの関係!



２．お客さまにふさわしいサービスの提供
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チラシ・ロボアドバイザーのリニューアル 投信NAVIの活用

「⾧期・積立・分散」投資によりお客さまの豊かで安心したくらしを実現していただく
ために、窓口やホームページ等でのわかりやすい情報提供に努め、投資の必要性
や方法についてよりご理解いただけるように取り組んでいます。

お客さまに最適な商品をご提案できるように、
チラシとロボアドバイザーをリニューアルしました。
（2021年10月）

これから投資信託を購入される方も、すでに
保有されている方にも、お客さまに合った商品の
ご提案、メンテナンスができるようなツールを活用
しています。



２．お客さまにふさわしいサービスの提供
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＜北國銀行ホームページより抜粋＞
資産形成を始めるにあたってのポイントや、投資信託の仕組みなどを解説し、
お客さまにふさわしいサービスをお選び頂けるようにしております。

＜ライフプランコーチ＞
ご自身のライフプランにおける夢・目標などを入力する
ことで、生涯収支を簡単シミュレーションできます。



・〇〇債券ファンド

・××先進国債券ファンド

・××株式ファンド

・〇〇株式ファンド

・〇〇バランスファンド
・××バランスファンド
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投資信託の商品選定において、お客さまが中⾧期で目標リターンを着実に目指していただ
けるよう、「コア運用」に適した商品を厳選しノーロード投信としてラインアップしています。
また、定期的に各ファンドの運用状況をモニタリングしています
※コア運用=リスクを最適化しながら安定した値動きを中⾧期で目指す運用
※ノーロード投信(47商品中10商品)

２．お客さまにふさわしいサービスの提供

※なお、当行では複数の商品をパッケージとして販売・推奨しておりません。
※金融商品の組成にかかわる事業者ではございません。

ファンド数・種類が多いと・・・
逆に選ぶのが大変?

・〇〇債券ファンド
・××債券ファンド
・××先進国債券ファンド
・〇〇債券ファンド
・××株式ファンド
・〇〇TOPIXファンド
・〇〇イノベーションファンド
・××デジタル株式ファンド
・〇〇ESG株式ファンド
・〇〇バランスファンド
・××バランスファンド

北國銀行のラインアップ
厳選したファンドからお客さまに
ふさわしいものを選定

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

バランス型
ファンド数、名称はイメージであり、
実際のラインアップとは異なります。
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＜北國銀行における保険商品の位置づけ＞
資産運用を目的とするものではなく、保障（そなえる）や相続対策（のこす）を目的
として活用すべきものと考えています。
※「資産運用を目的としない」のは、手数料のコスト負担を考えると効率の良い運用方法ではないと考えているためです。

その目的において、為替リスクを有する外貨建保険を選択するのは、以下2点の理由
から合理的な理由は乏しいと考えております。

①保障（そなえる）の対象とするべき経済的損失に対して、為替変動により受取金
額が変動すると、十分な金額をお受け取りできないおそれがあります。

②相続対策（のこす）を目的とする場合、為替変動により受取金額が変動すると、
確実な暦年贈与の計画が立てられなくなるおそれがあります。

＜ご参考＞
外貨建保険 契約残高（2022年3月末） 608件/2,764百万円
※直近2年間における、新規のお申込はございません。

北國銀行における外貨建て保険の販売に対する考え方

２．お客さまにふさわしいサービスの提供



３．お客さまへのわかりやすい情報提供
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提案時のガイドブック活用

従来の資産形成ガイドブックを「ためる・ふやす」
ニーズの「ライフプランガイドブック」と「のこす」
ニーズの「相続ガイドブック」に分冊しました。
（2021年6月）

各種セミナーの実施

資産運用やセカンドライフプラン、相続対策など、
お客さまの年代やニーズに合わせて各種セミナー
を開催しております。

お客さまのライフイベントやニーズ、悩みは一人一人異なります。北國銀行では
ライフスタイルや資産状況に応じて最適なアドバイスとサービスの提供を行うこと
で、お客さまに豊かで安心したくらしを実現いただけるよう取り組んでいます。

＜2021年度お客さま向けセミナー実施内容の一例＞



３．お客さまへのわかりやすい情報提供
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●職域セミナー資料の例 ●職域セミナー内容
・資産運用のポイントと活用
・お金の貯め方
・じぶん年金
・セカンドライフを過ごすために必要なこと
・保険の役割と必要な保障の考え方
・ローンとの上手な付き合い方
・ライフプランニング
・企業型401K継続投資教育
・便利なサービス など

お取引先従業員の皆さまのお金に関する不安・疑問解消のため、職域での
金融教育セミナー開催に積極的に取り組んでおります。経営者の皆さまからは
福利厚生向上の一環となっているとのお声をいただいております。

●2021年度開催実績

・開催数:986回
・参加人数:のべ8,826名



３．お客さまへのわかりやすい情報提供
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若年期から正しく金融リテラシーを高めることで、将来の安定的な資産形成や
保険・ローンの適切な活用を行えるよう、金融教育に取り組んでおります。

●動画作成
高校生や大学生、その親御さま向けの動画を
作成し、ホームページ・YouTubeにて配信。

「５分程度」の動画となっており、スキマ時間や休憩がてらの
視聴もできる。現在14動画を配信。今後も拡大予定。

●ポスターの作成・配布
作成した動画を広く知ってもらうために、石川県
内の高校にポスターを配布。



３．お客さまへのわかりやすい情報提供

11

●出前講座
小中高校や大学でライフプランやキャッシュレス、資産形成等の講義を開催。

ライフプランについて特に
興味を持ちました。
若いうちに将来について
学ぶことは大切だと思い
ました。

受講後の学生さまの声

≪石川県立金沢北陵高校での出前講座≫（2021年5月）

石川県校⾧協会での当行の取組み紹介から、キャリア教育セミナーを
開催。

対象:全校生徒約600名
内容:第１部 キャリアの考え方（講師:北陵高校OG）

第２部 ライフプラン形成の重要性（講師:近隣支店社員）



４．手数料の明確化
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＜北國銀行ファンド一覧＞＜ホームページ＞

投資信託に関する手数料・費用

投資信託基準価額一覧

お客さまにご負担いただく各種手数料については、当社ホームページや各種
チラシ・冊子等において、金額や料率、どのようなサービスに対する対価であるか
など、具体的かつ比較しやすいように掲載したうえで、わかりやすい説明を心がけ
ております。

＜その他掲載先＞
北國銀行ホームページ内
「はじめての投資信託」
「用語集」
「投資信託に関する留意事項」

冊子「投資信託のお取引に関するご案内」



５．アフターフォロー
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メールでのコラム配信 アフターフォロー動画配信

お客さまの運用期間中は、運用状況やお客さまのご意向に合わせて、定期的に
面談、メール・セミナー等により情報配信を行い、お客さまが安心して資産形成・
運用を継続できるようアフターフォローに取り組んでおります。



６．お客さまアンケートの実施
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休日相談店舗の周知チラシの活用

＜アンケート結果＞
●当社が重要と考える「⾧期・積立・分散」についてご理解頂けていることを確認しました。
●約８割のお客さまがアフターフォローを希望されていることを確認いたしました。

投資信託を保有いただいているお客さまのご意見・ご要望を幅広くお聞きし、
今後のサービス改善に役立てるため、アンケートを実施しました。(2021年12月)

＜今後の取り組み＞
●アフターフォローを希望されるお客さまの中には、対面での個別相談を希望される場合も
多いことから、より多くのお客さまに休日相談をご利用いただけるよう周知しております。
●メール配信やDM等で、きめ細かな情報提供を行っております。

対面でのアフターフォローの様子



７．営業体制、社内研修状況
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 2015年から業績評価制度を継続的に見直し、いわゆるノルマ制度は完全
に廃止しております。

 2021年からは業績評価と人事考課を統合し、個々人に求められる役割や
中⾧期的な目標にスポットを当てた「キャリアレビュー」を開始しました。

⇒以上により、お客さま目線の行動に対する意識づけを徹底しています。

 社内研修は実践的スキルを早期習得するため、知識のインプットは事前に
動画で行い、ディスカッション・ロープレによるアウトプット中心の研修内容と
し、お客さまに合わせたアドバイス・課題解決スキル向上を図っています。

＜その他の具体的な取り組み例＞
●事前・事後カンファレンス実施による最適な提案
●個人コンサルチーム アセスメント実施
●研修動画のアーカイブ配信
●役割に応じた階層別研修
●スキルアップを目的とした研修

（参考）2021年度のファイナンシャルアドバイザー研修実施回数

営業体制

社内研修状況



８．利益相反の適切な管理について

利益相反管理方針

「利益相反」とは、当社またはグループ会社とお客さまの間、ならびに、当社またはグループ会社のお客
さま相互間において利益が相反する状況をいいます。
利益相反は、金融取引においては日常的に生じるものですが、当社では、利益相反管理の対象と
なる利益相反のおそれのある取引（「対象取引」）として、以下の①②に該当するものを管理いたし
ます。

① お客さまの不利益のもと、当社またはグループ会社が利益を得ている状況が存在すること

② 上記①の状況がお客さまとの間の契約上または信義則上の地位に基づく義務に違反すること

当社では、お客さまとの取引が対象取引に該当するか否かにつき、お客さまから頂いた情報に基づき
、営業部門から独立した利益相反管理統括者により、適切な特定を行います。
また、当社グループは利益相反管理の適切性・有効性を検証し、お客さまにご理解いただけるように
管理対象となる取引の類型および管理方法について公表しています。

https://www.hfhd.co.jp/conflict/1616
(北國フィナンシャルホールディングス 利益相反管理方針）
https://www.hokkokubank.co.jp/other/conflict/index.html
(北國銀行 利益相反管理方針）

16
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８．利益相反の適切な管理について

 当社は、グループ傘下の投資助言会社であるFDアドバイザリー（2021年10月1日設立）が
投資助言を行っている商品を販売しており、信託報酬の一部を投資助言会社が受け取りします。

 当該商品となる「みどりの架け橋（安定型・成⾧型）」の販売開始以降、顧客のニーズに反した
優先販売は見られません。

 当社は投資信託販売に伴い、当該商品の提供会社から委託手数料等は受取していません。
モニタリング部署にて金融商品販売モニタリングを実施しています。乗換勧誘・高齢者販売・事業
性融資先への優越的地位の濫用の有無等について、牽制及び教育・指導を行っています。モニタ
リングの中で特段大きな不備事象は発生していません。

※みどりの架け橋において優先販売は見られない。

※投資信託売上上位10銘柄のうち8銘柄はノーロード投信であり、
手数料目的の販売は行われていない。

26.9% 18.8% 19.8% 9.3%
36.4%

6.5%

73.1% 81.2% 80.2% 90.7%
63.6%

93.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

10月 11月 12月 1月 2月 3月

みどりの架け橋 それ以外の投資信託

※みどりの架け橋とは、当社グループ傘下の投資助言会社である
FDアドバイザリーが投資助言を行っている商品。

みどりの架け橋販売比率 投資信託販売上位10銘柄



9．各種データ
投資信託の平均保有期間、投資信託・北國おまかせNaviの顧客数
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当社のお客さまの投資信託平均保有期間は、令和3年6月に金融庁公表の
「投資信託等の販売会社に関する定量データ分析結果」における「投資信託
全体の平均保有期間」を上回っております。
当社が⾧期投資におけるコア商品と考える投資信託・北國おまかせNaviの顧客数は増加
傾向にあり、地域のお客さまに当社の取組みが浸透しつつあると考えております。

投資信託・北國おまかせNaviの顧客数投資信託の平均保有期間

44,985

6.59

5.52

7.60
8.30 8.64 45,035

41,263 43,71440,527

※投資信託の平均保有期間が短いといわゆる「回転売買」が行われている可能性があり、
結果的にお客さまの中⾧期的な資産形成にそぐわないといわれています。



９．各種データ
投資信託・北國おまかせNaviの積立顧客数、保有顧客数に対する積立顧客数の割合
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投資信託・北國おまかせNaviの積立顧客数 保有顧客数に対する積立顧客数の割合

積立型投資は少額で手軽に手間なく始めることができ、投資時期を分散させる
ことで取得価格を平準化（価格変動リスクを低減）させる効果があります。
当社ではお客さまの安定的な資産形成の実現のため、積立型投資の販売に
取り組んでおります。
当社における積立型投資のご契約数は増加傾向にあります。

47.2 49.049.1
45.0

39.5
18,705

22,07722,106
20,646

15,966

※2019年度以降は投資信託・北國おまかせNaviの合計

人
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顧客本位の業務運営に関する原則 記載部分

原則2 金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠実・公正に業務を行い、顧客の最善の利益を図るべきである。金融事業
者は、こうした業務運営が企業文化として定着するよう努めるべきである。

P2,P3,P15

（注） 金融事業者は、顧客との取引に際し、顧客本位の良質なサービスを提供し、顧客の最善の利益を図ることにより、自らの安定した顧客基盤と
収益の確保につなげていくことを目指すべきである。

P3,18,P19

原則3 金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、当該利益相反を適切
に管理すべきである。金融事業者は、そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべきである。

P16,P17,P
18

（注） 金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、当該利益相反を適切
に管理すべきである。金融事業者は、そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべきである。

P17 

原則4 金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用の詳細を、当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するものかを含
め、顧客が理解できるよう情報提供すべきである。

P12

原則5 金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏まえ、上記原則４に示された事項のほか、金融商品・サービスの販売・推奨等に係る
重要な情報を顧客が理解できるよう分かりやすく提供すべきである。

P8

（注1） 重要な情報には以下の内容が含まれるべきである。
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの基本的な利益（リターン）、損失その他のリスク、取引条件
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品の組成に携わる金融事業者が販売対象として想定する顧客属性
・ 顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの選定理由（顧客のニーズ及び意向を踏まえたものであると判断する理由を含む）
・ 顧客に販売・推奨等を行う金融商品・サービスについて、顧客との利益相反の可能性がある場合には、その具体的内容（第三者から受け取
る手数料等を含む）及びこれが取引又は業務に及ぼす影響

P4,P5,P8

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、個別に購入することが可能であるか否かを顧客に示
すとともに、パッケージ化する場合としない場合を顧客が比較することが可能となるよう、それぞれの重要な情報について提供すべきである。

P6

（注3） 金融事業者は、顧客の取引経験や金融知識を考慮の上、明確、平易であって、誤解を招くことのない誠実な内容の情報提供を行うべきである。 P8,P9,P10,
P11

（注4） 金融事業者は、顧客に対して販売・推奨等を行う金融商品・サービスの複雑さに見合った情報提供を、分かりやすく行うべきである。単純でリス
クの低い商品の販売・推奨等を行う場合には簡潔な情報提供とする一方、複雑又はリスクの高い商品の販売・推奨等を行う場合には、顧客に
おいて同種の商品の内容と比較することが容易となるように配意した資料を用いつつ、リスクとリターンの関係など基本的な構造を含め、より分かり
やすく丁寧な情報提供がなされるよう工夫すべきである。

P4

10.「顧客本位の業務運営に関する原則」該当ページのご案内

「顧客本位の業務運営に関する関する原則」の原則２～７の項目ごとに、取組や関連情報を記載したページは
以下の通りです。
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（注5） 金融事業者は、顧客に対して情報を提供する際には、情報を重要性に応じて区別し、より重要な情報については特に強調するなどして
顧客の注意を促すべきである。

原則6 金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取引目的・ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい金融商品・サービスの組成、
販売・推奨等を行うべきである。

P4,P6,P7

（注1） 金融事業者は、金融商品・サービスの販売・推奨等に関し、以下の点に留意すべきである。
・ 顧客の意向を確認した上で、まず、顧客のライフプラン等を踏まえた目標資産額や安全資産と投資性資産の適切な割合を検討し、
それに基づき、具体的な金融商品・サービスの提案を行うこと
・ 具体的な金融商品・サービスの提案は、自らが取り扱う金融商品・サービスについて、各業法の枠を超えて横断的に、類似商品・サー
ビスや代替商品・サービスの内容（手数料を含む）と比較しながら行うこと
・金融商品・サービスの販売後において、顧客の意向に基づき、⾧期的な視点にも配慮した適切なフォローアップを行うこと

P4,P5,P6,P12,P
13,P14

（注2） 金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販売・推奨等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわしい
かについて留意すべきである。

（注3） 金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品の特性を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・
公表するとともに、商品の販売に携わる金融事業者においてそれに沿った販売がなされるよう留意すべきである。

（注4） 金融事業者は、特に、複雑又はリスクの高い金融商品の販売・推奨等を行う場合や、金融取引被害を受けやすい属性の顧客グループ
に対して商品の販売・推奨等を行う場合には、商品や顧客の属性に応じ、当該商品の販売・推奨等が適当かより慎重に審査すべきで
ある。

P17

（注5） 金融事業者は、従業員がその取り扱う金融商品の仕組み等に係る理解を深めるよう努めるとともに、顧客に対して、その属性に応じ、
金融取引に関する基本的な知識を得られるための情報提供を積極的に行うべきである。

P8,P9,P10,P11,
P15

原則7 金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、顧客の公正な取扱い、利益相反の適切な管理等を促進するように設計さ
れた報酬・業績評価体系、従業員研修その他の適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体制を整備すべきである。

P15

（注） 金融事業者は、各原則（これらに付されている注を含む）に関して実施する内容及び実施しない代わりに講じる代替策の内容につい
て、これらに携わる従業員に周知するとともに、当該従業員の業務を支援・検証するための体制を整備すべきである。

P15

10.「顧客本位の業務運営に関する原則」該当ページのご案内


